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　2005年度の個人研究ではまず、中国初期社会主義体制下の工会運動の基調が〈生産一生活一生
産〉を基本サイクルとする生産第一主義にあったとする仮説に立ち、新中国成立後の50年代から
80年代にかけての工会運動を、社会主義労働競争と現代化という視角で考察した。一人一人の労
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働者の生活向上が最終的に社会や国全体の富の蓄積や国民経済の発展をもたらすと考えるのがり
ベラルなユニオニズムの基本であり、この観点に立てば独立（自立）的な労働組合活動がこの「正
常な」サイクルの展開を保証するはずだし、逆にそのプロセスを阻害するとすればそれは中国共
産党による「党の指導」であり、党＝国家体制による「代行」という名の「介入」ということに
なった。だが、本研究では、中国の労働組合運動において〈生産一生活一生産〉を基本サイクル
とする立場は建国当初から一貫しており、しかも合法的であったという事実を明らかにした。そ
の成果は、『明治大学教養論集』（2005年9月及び2006年1月）で発表された。
　さらに、中国の政治体制改革のうち、その模索期（79－86年）における労働者と企業による「自
主権の拡大」と党＝国家による「統一的指導」という制度的ジレンマの下で常に揺らいできた工
会と労働者代表大会を取り巻く政治過程とその意味について考察した。郡小平は「党と国家指導
制度の改革」（1980年8月）の報告の中で、人民民主主義を発揚させ、人民全体が各種の形式で
真に国家を管理する権利を享受し、とりわけ基層地方政権と各項企業事業の権力の管理を保証し
なければならないと訴えた。また82－83年に行われた中央政府機構改革において総工会は、共青
団や婦女連合会とともに組織の簡素化計画を打ち出し、新たな活動の企画について提案した。そ
れは政治協商体制の一翼を担う大衆組織が、簡素化計画によって組織をスリム化し、協商体制再
編の一環として自らの活動を拡大・発展していく可能性を示すものであったが、それと同時に、
大衆組織といえども中央政府機構の一部としてしか機能していないことを自ら証明するものでも
あった。そもそも80年代に進められた改革とは、経済改革が党＝国家システムとも抵触しうる企
業統治という部分的な政治改革と連動する形で進められたことに特徴がある。ここでは政治改革
の模索期における労働者・企業による「自主権の拡大」と党＝国家による「統一的指導」との制
度的ジレンマの下で常に揺らいできた工会と労働者代表大会をめぐる政治過程とその意味につい
て考察した。本研究の成果は、『社会科学研究所紀要』（2006年3月）で発表された。
一54一
